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生活保護制度における医療費の一部負担を求める意見書 

 

生活保護については、平成２０年のリーマンショック以降、全国的に保護受給者が急増

したものの、大阪市としては、就労自立支援や不正受給対策などの生活保護適正化に積極

的に取り組んだこともあり、平成２５年１０月以降は減少傾向となり、平成３０年９月の

大阪市の生活保護受給世帯数は１１４，２００世帯となっている。 

大阪市の世帯数は減少傾向にあるものの、生活保護の平成３０年度の予算額については

約２，８２３億円、そのうち医療扶助費が約１，３０８億円と全体の４６％を占めている

状況であり、また、医療費に関しては、医療機関等での医療費の一部自己負担がないこと

から、総医療費に関する意識が乏しくなり「頻回受診」や「重複処方」などの課題も生じ

ており、医療扶助の適正化は喫緊の課題となっている。 

昭和２５年の生活保護法創設以降、大きな法改正が平成２５年と平成３０年にあったが、

医療費の一部自己負担の導入までは至っていない状況である。そのようなことから、国に

おいては生活保護の医療扶助について、更なる適正化を図るよう以下の項目について強く

要望する。 

 

記 

 

１．医療機関受診の際には、医療費の一部自己負担を求めること。 

 

２．後発医薬品の使用促進を図るよう、さらなる対応を求めること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 


